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（AD Index） デジタルハリウッド大学院 表 2／ 

東京コンテンツプロデュ－サーズ・ラボ 23／株式会社ネオテクノロジー23／ 

ランドン IP 合同会社 55／吉備国際大学 75／株式会社アップロード 81／ 

株式会社パテントテック社 97／株式会社レイテック 97／K.I.T.虎ノ門大学院 表 3 

＊「重要知財判例評釈」「実践！交渉学」は次号掲載予定です 

 
 




